
　放射方向の高速道路が次々と直結し、
環状道路のネットワーク性が高まるのに
伴い、圏央道沿線では、民間による投資
が加速しています。
　その中で、物流事業者は、広大な敷地
と最先端のICTを活用して新しい機能を持
つ大規模施設を稼働、テナントは既存の
施設を集約・整理した拠点化の動きが強
まっています。
　生活に必要な製品や資材を、早く・安
く・確実に輸送することで、暮らしが豊か
になるとともに、地元雇用が増大するなど、
地域経済活性化にもつながっています。

第 3 章 
企業立地と雇用
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第３章　企業立地と雇用

企業立地が進む圏央道沿線
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利谷JCT利谷JCT
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久喜白岡
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白岡菖蒲
IC

白岡菖蒲
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桶川北本
IC

桶川北本
IC

外環道外環道

圏央道圏央道

中央環状線中央環状線

平成26年
4月12日開通
平成26年
4月12日開通

日の出町日の出町
羽村市羽村市

入間市入間市

日高市日高市

平成27年
6月7日開通
平成27年
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平成27年
3月29日開通
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関越道
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中央道中央道

平成27年
3月8日開通
平成27年
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6月28日開通
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期
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通
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た
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間
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① 暮らしを支える企業が続々と立地

② 工場立地面積が20年間で約6倍（年間・沿線市町村）

出典：工場立地統計調査

（ha）
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圏央道整備率
平成6年
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平成16年
17％

平成26年
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85ha20年前と比べ
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道 路 企業立地件数
高速道路
高速道路（事業中）
一般国道

立地済み
立地予定

平成27年
12月時点

1～2件
3～4件

5件以上注1：久喜白岡JCT～木更津東IC間は、暫定2車線　
注2：圏央道の釜利谷JCT～戸塚IC、栄IC・JCT～藤沢IC、
大栄JCT～松尾横芝IC区間以外のIC・JCT名は決定
出典：日本立地総覧2014年版、2015年版、AERA、日経MJ、CBREオフィスジャパン誌、カーゴニュース、日刊CARGO、
月刊ロジスティクス・ビジネス、月刊激流、週刊東洋経済、千葉日報、朝日新聞、日刊工業新聞、日刊自動車新聞、日
経ビジネス、日経産業新聞、日経新聞、物流ニッポン

　圏央道沿線では、整備の進展に伴って物
流拠点や工場、大規模小売店舗等の立地が
相次ぐなど、民間の活発な投資が展開され
ています①。
　沿線市町村の工場立地面積（年間）も、平
成6年の約15haが、20年後の同26年には約
85haと約6倍に②。一足早く開通した中央
道～関越道間4市町の製造品出荷額の上昇
伸び率は、同21～26年の間で、埼玉県と東

京都を合わせた平均を上回っています③。
　また、平成25年に一部の区間が開通した
千葉県の圏央道沿線でも、工場や大規模小
売店舗の立地が続いています。各施設の面
積（累計）の推移を見ると、新規立地は、上
記区間の開通直前の同24年以降に集中して
います④。
　大型物流施設等の進出の背景には、地方
自治体による誘導、支援の取り組みがあり
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③ 製造品出荷額が上昇（中央道～関越道間4市町）

④新規の工場や大規模小売店舗の立地面積が増加

出典：工業統計調査

出典：千葉県ホームページ（大規模小売店舗立地法に係る届出の概要、平成19年4月～
平成26年3月）
［圏央道通過自治体：8市町村］東金市、大綱白里市、茂原市、長柄町、市原市（圏央道
周辺のみ）、木更津市、袖ヶ浦市

出典：「工場立地動向調査」（経済産業省）、平成28年10月より
集計範囲は、千葉県全域

（ha） 新規工場立地面積（累積）の推移

過去9年間の立地面積（566ha）の42％（238ha）が
平成25～26年の2年間に立地
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平成24～26年の3年間に立地
過去8年間の立地面積（18.3ha）の70％（12.8ha）が
平成24～26年の3年間に立地

新規大規模小売店鋪立地面積（累積）の推移（ha）
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5.5
4.64.6

1.11.1
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1.4

1.2

1.0

0.8
平成21年 平成26年

羽村市 1.66

埼玉県+東京都 1.04

日高市 1.38
入間市 1.37

日の出町 1.06

（伸び率）

ます。
　計画中・造成中を含む産業団地等は、平
成28年10月現在、18地区、約381haになり
ます。その一つ、川島インター産業団地で
は全区画47haに18社の企業進出が決定。川
島町では平成21年度から同26年度で法人住
民税が約1億円増加、固定資産税（家屋）が約
2億円増加しています。

白岡菖蒲ICに近接の大規模工場　白岡菖蒲IC開設（平成23年5月）直後の
同年7月に、菖蒲南部産業団地（埼玉県久喜市）で操業を開始しました。
（平成29年1月22日撮影）
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第３章　企業立地と雇用

雇用の増加で地域活性化

（人） （伸び率）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0.8

1.0

1.2

67,406

1.0 1.0

1.1

75,382

約8,000人
増加

平成21年 平成26年
■沿線自治体全体※2
　沿線自治体全体の伸び率（対平成 21 年比）
　関東（1都 4県※3）全体の伸び率（対平成 21 年比）

大型物流施設等※1の従業者数の推移

　圏央道IC周辺への企業立地の進展は、雇
用創出をはじめ、様々な経済効果をもたら
し、沿線地域の活性化に大きく貢献してい
ます。
　東北道以西の1都2県の23市町に立地した
大型物流施設等の数は、平成21年から26年
の5年間で79件、延床面積は、同28年まで
の7年間で約226ha、東京ディズニーランド
約4個分増加。これに伴って、これら大型
物流施設等で働く従業者数は、この間に約
8,000人増加しました①。

　また、日の出町の三吉野工業団地では工
場が次々と進出、日の出町では、整備前後
の20年間で約3,200人、76％の雇用が増加し
ました②。
　一方、大型物流施設等の集積は、圏央道
沿線地域（工業地）の地価上昇となって現れ
ています。
　埼玉県の場合、平成25～26年の地価上
昇率は、県全体平均の0.6％に対して、圏
央道沿線では2.3％。調査から半年後にIC
が開通した幸手市は5.6％で、軒並み平均

①圏央道沿線に大型物流施設が集中し、雇用が増加

出典：総務省　経済センサス
※1 経済センサスの産業分類（中分類）の「道路旅客運送業」「道路貨物運送業」「倉庫業」
「運輸に附帯するサービス業」の合計。中小企業基本法に基づく「小規模企業者（概ね
常時使用する従業員の数が20人以下の事業者）」を除く

※2 圏央道（海老名JCT～久喜白岡JCT）が通過する23市町
※3 １都４県（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・茨城県）の合計から圏央道（海老名
JCT～久喜白岡JCT）が通過する23市町及び東京都区部を除いた値
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0

300

600

900

1200

1500

0.8

1.0

1.2

大型物流施設等※1の立地数の推移

79件増加

1,140件
1,219件

1.1

1.0

平成21年 平成26年



27

② 日の出町の雇用者数が過去20年間で76％増

③埼玉県の圏央道沿線地域（工業地）の
 地価上昇率が高水準

④ 神奈川県の圏央道沿線地域（工業地※1）の
 地価上昇率※2が高水準

⑤ 法人住民税※1が約140億円、固定資産税（家屋）※2が
 約50億円増加

出典：国勢調査による就業者数

出典：埼玉県地価調査結果（平成26年度）
※狭山市、飯能市、日高市、川越市、鶴ヶ島市、桶川市、北本市、宮代町、杉戸町は
データなし

出典：総務省　地方財政状況調査
※1 法人住民税：法人の収益・規模に応じて課せられる税（本資料では、市町村民税と
して課税されたものを指す）
※2 固定資産税（家屋）：固定資産（家屋）の評価額に応じて課せられる税
※3 圏央道（海老名JCT～久喜白岡JCT）が通過する23市町
※4 １都４県（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・茨城県）の合計から「圏央道（海老名
JCT～久喜白岡JCT）が通過する23市町」および東京都区部を除いた値
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法人住民税の推移 固定資産税（家屋）の推移

約140億円
増加

約50億円
増加

■沿線自治体全体※3
　　沿線自治体全体の伸び率（対平成 21 年比）
　　関東（1都 4県※4）全体の伸び率（対平成 21 年比）

出典：神奈川県地価調査結
果より
※1 工業地：市街化区域内
及び非線引き区域内の工業
地域、工業専用地域及び準
工業地域並びに市街化調整
区域並びに非線引区域内の
用途無指定の区域並びに都
市計画区域外の区域におい
て、工場等の敷地の用に供
されている土地
※2 地価上昇率：基準値ご
との対前年変動率の和を当
該基準値数で除したもの。
相模原市は市平均を採用

を上回っています③。
　神奈川県の地価上昇率も、厚木市の3.3％
を筆頭に、各地域で県全体の1.2％を上回り
ました④。
　沿線23市町の法人住民税は、平成26年度
までの5年間で約140億円、固定資産税（家屋）
も同約50億円、それぞれ増加しました。い
ずれも、関東の全体平均の伸び率を大きく
上回っています⑤。

川島インター産業団地　圏央道沿いの敷地で大型物流セ
ンターの建設が進んでいます。（平成28年12月20日撮影）

圏央道
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首都圏基本計画（第三次）
昭和51年（1976年）

「東京環状道路」は「首都圏中央連絡道路」（仮称）へ改称
　東京大都市地域における国鉄京葉線、東京外郭環状道路、東京湾岸道路等の整備を引
き続き推進するほか、新たに首都圏中央連絡道路（仮称）、北関東横断道路（仮称）、水戸・
日立地区における流通港湾等の整備を推進する。

出典：昭和55年関東地方建設局道路部内部資料


